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(57)【要約】
【課題】固体電解質を有する蓄電装置において、充放電
容量を高めることが可能な、蓄電装置及びその作製方法
を提供する。
【解決手段】正極と、負極と、正極及び負極の間に設け
られる電解質とを有し、電解質は、イオン伝導性高分子
化合物、無機酸化物、及びリチウム塩を有し、電解質に
おいて、イオン伝導性高分子化合物及び無機酸化物の合
計に対して無機酸化物は３０ｗｔ％より多く５０ｗｔ％
以下である蓄電装置である。
【選択図】図１



(2) JP 2012-138353 A 2012.7.19

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　正極と、負極と、前記正極及び前記負極の間に設けられる電解質とを有し、
　前記電解質は、イオン伝導性高分子化合物、無機酸化物、及びリチウム塩を有し、
　前記電解質において、前記イオン伝導性高分子化合物及び前記無機酸化物の合計に対し
て前記無機酸化物は３０ｗｔ％より多く５０ｗｔ％以下であることを特徴とする蓄電装置
。
【請求項２】
　正極と、負極と、前記正極及び前記負極の間に設けられる電解質とを有し、
　前記電解質は、イオン伝導性高分子化合物、無機酸化物、及びリチウム塩を有し、
　前記電解質において、前記イオン伝導性高分子化合物及び前記無機酸化物の合計に対し
て前記無機酸化物は３０ｗｔ％より多く５０ｗｔ％以下であり、
　前記正極及び前記負極の少なくとも一方は、集電体上に活物質層が設けられ、
　前記活物質層は、前記イオン伝導性高分子化合物を有することを特徴とする蓄電装置。
【請求項３】
　請求項１または請求項２において、前記イオン伝導性高分子化合物は、ポリアルキレン
オキサイドであることを特徴とする蓄電装置。
【請求項４】
　請求項３において、前記ポリアルキレンオキサイドは、ポリエチレンオキサイド及びポ
リプロピレンオキサイドの一以上であることを特徴とする蓄電装置。
【請求項５】
　請求項１乃至請求項４のいずれか一項において、前記無機酸化物は、酸化シリコン、酸
化チタン、酸化ジルコニウム、酸化アルミニウム、酸化亜鉛、酸化鉄、酸化セリウム、酸
化マグネシウム、酸化アンチモン、酸化ゲルマニウム、酸化リチウム、酸化グラファイト
、チタン酸バリウム、及びメタ珪素酸リチウムの一以上であることを特徴とする蓄電装置
。
【請求項６】
　請求項１乃至請求項５のいずれか一項において、前記リチウム塩は、ＬｉＣＦ３ＳＯ３

、ＬｉＰＦ６、ＬｉＢＦ４、ＬｉＳＣＮ、ＬｉＮ（Ｃ２Ｆ５ＳＯ２）２、ＬｉＮ（ＣＦ３

ＳＯ２）２及びＬｉＣｌＯ４の一以上であることを特徴とする蓄電装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、蓄電装置及びその作製方法に関する。
【０００２】
なお、蓄電装置とは、蓄電機能を有する素子及び装置全般を指すものである。
【背景技術】
【０００３】
近年、リチウムイオン二次電池及びリチウムイオンキャパシタなど、蓄電装置の開発が行
われている。
【０００４】
また、固体電解質を用いた蓄電装置として、電解質にポリエチレンオキサイドにリチウム
塩を溶解したイオン伝導性の高い高分子化合物を用いることが検討されている。
【０００５】
また、イオン伝導性の高い高分子化合物のイオン伝導性を向上させるために、金属酸化物
で形成されるメソ多孔体フィラーをイオン伝導パスとして電極間に設け、且つメソ多孔体
フィラーの間にイオン導電性の高い高分子化合物を満たした蓄電装置が提案されている（
例えば特許文献１）。
【先行技術文献】
【特許文献】
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【０００６】
【特許文献１】特開２００６－４０８５３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
しかしながら、イオン導電性パスとして機能する金属酸化物で形成されるメソ多孔体フィ
ラーを電極間に設けることで、電解質の導電率を向上させることが可能ではあるもの、蓄
電装置の充放電容量は依然として向上しない。
【０００８】
そこで、本発明の一態様では、固体電解質を有する蓄電装置において、充放電容量を高め
ることが可能な、蓄電装置及びその作製方法を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
本発明の一態様は、正極、固体電解質、及び負極を有する蓄電装置において、電解質は、
イオン伝導性高分子化合物、無機酸化物、及びアルカリ金属塩を有し、電解質において、
高分子化合物及び無機酸化物の合計に対して、３０ｗｔ％より多く５０ｗｔ％以下、より
好ましくは３３ｗｔ％以上５０ｗｔ％以下の無機酸化物が含まれる。
【００１０】
また、本発明の一態様は、正極、固体電解質、及び負極を有する蓄電装置において、電解
質は、イオン伝導性高分子化合物、無機酸化物、及びアルカリ金属塩を有し、正極または
負極に含まれる活物質層には、バインダとして、軟化点が、電解質に含まれるイオン伝導
性高分子化合物の軟化点以下である高分子化合物を有することを特徴とする。なお、正極
または負極に含まれる活物質層には、バインダとして、イオン伝導性高分子化合物を用い
てもよい。または、バインダとして、電解質に含まれるイオン伝導性高分子化合物と同じ
材料のイオン伝導性高分子化合物を有してもよい。
【００１１】
本発明の一態様は、イオン伝導性高分子化合物、無機酸化物、及びアルカリ金属塩を混合
し、基板上に塗布し乾燥して電解質を形成した後、基板から該電解質を剥離し、正極と、
負極とで、剥離した電解質を挟持し、イオン伝導性高分子化合物の軟化点より高い温度に
おいて上記正極及び負極の間で１回の充電及び放電をし、電解質、第１の活物質層、及び
第２の活物質層を癒着させて、蓄電装置を作製することを特徴とする。
【００１２】
イオン伝導性高分子化合物の代表例は、ポリアルキレンオキサイドがある。ポリアルキレ
ンオキサイドの代表例としては、ポリエチレンオキサイド、ポリプロピレンオキサイド、
ポリフェニレンオキサイド等がある。
【００１３】
電解質に含まれる無機酸化物としては、酸化シリコン、酸化チタン、酸化ジルコニウム、
酸化アルミニウム、酸化亜鉛、酸化鉄、酸化セリウム、酸化マグネシウム、酸化アンチモ
ン、酸化ゲルマニウム、酸化リチウム、酸化グラファイト、チタン酸バリウム、及びメタ
珪素酸リチウムから選ばれる一または複数がある。
【００１４】
アルカリ金属塩の代表例は、リチウム塩、ナトリウム塩等を有する。リチウム塩の代表例
としては、ＬｉＣＦ３ＳＯ３、ＬｉＰＦ６、ＬｉＢＦ４、ＬｉＣｌＯ４、ＬｉＳＣＮ、Ｌ
ｉＮ（ＣＦ３ＳＯ２）２（ＬｉＴＦＳＩともいう。）、ＬｉＮ（Ｃ２Ｆ５ＳＯ２）２（Ｌ
ｉＢＥＴＩともいう。）等がある。
【発明の効果】
【００１５】
本発明の一態様により、電解質に含まれるイオン伝導性高分子化合物の軟化点より低い温
度においても、充放電容量の高い蓄電装置を作製することができる。
【図面の簡単な説明】
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【００１６】
【図１】蓄電装置を説明するための断面図である。
【図２】蓄電装置の作製方法を説明するための図である。
【図３】蓄電装置の電解質の作製方法を説明するための図である。
【図４】蓄電装置の電解質の作製方法を説明するための図である。
【図５】蓄電装置の応用の一形態の斜視図である。
【図６】無線給電システムの構成の例を示す図である。
【図７】無線給電システムの構成の例を示す図である。
【図８】二次電池の充放電特性を説明するための図である。
【図９】二次電池の充放電特性を説明するための図である。
【図１０】二次電池の充放電特性を説明するための図である。
【図１１】二次電池の充放電特性を説明するための図である。
【図１２】二次電池の充放電特性を説明するための図である。
【図１３】二次電池のインピーダンスを説明するための図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
本発明の実施の形態の一例について、図面を用いて以下に説明する。但し、本発明は以下
の説明に限定されず、本発明の趣旨及びその範囲から逸脱することなくその形態及び詳細
を様々に変更し得ることは当業者であれば容易に理解される。従って、本発明は以下に示
す実施の形態及び実施例の記載内容に限定して解釈されるものではないとする。なお、説
明中に図面を参照するにあたり、同じものを指す符号は異なる図面間でも共通して用いる
場合がある。また、同様のものを指す際には同じハッチパターンを使用し、特に符号を付
さない場合がある。
【００１８】
（実施の形態１）
本実施の形態では、本発明の一態様である蓄電装置及びその作製方法について説明する。
【００１９】
本実施の形態の蓄電装置の一形態について図１を用いて説明する。ここでは、蓄電装置と
して、二次電池の断面構造について、以下に説明する。
【００２０】
二次電池として、リチウム含有金属酸化物を用いたリチウムイオン二次電池は、容量が高
く、安全性が高い。ここでは、二次電池の代表例であるリチウムイオン二次電池の構造に
ついて、説明する。
【００２１】
図１は、蓄電装置１００の断面図である。
【００２２】
蓄電装置１００は、負極１０１と、正極１１１と、負極１０１及び正極１１１で挟持され
た固体電解質（以下、電解質１２１と示す。）とで構成される。また、負極１０１は、負
極集電体１０２及び負極活物質層１０３とで構成されてもよい。正極１１１は、正極集電
体１１２及び正極活物質層１１３で構成されてもよい。また、電解質１２１は、負極活物
質層１０３及び正極活物質層１１３と接する。
【００２３】
負極集電体１０２及び正極集電体１１２はそれぞれ異なる外部端子と接続する。また、負
極１０１、電解質１２１、及び正極１１１は、図示しない外装部材で覆われている。
【００２４】
なお、活物質とは、キャリアであるイオンの挿入及び脱離に関わる物質を指し、グルコー
ス等を用いて得られた炭素層などを含むものではない。後に説明する塗布法により正極及
び負極等の電極を作製する時には、炭素層に覆われた活物質と共に、導電助剤やバインダ
、溶媒等の他の材料を混合したものを活物質層として集電体上に形成する。よって、「活
物質」と「活物質層」は区別される。
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【００２５】
はじめに、本実施の形態に示す蓄電装置１００に含まれる電解質１２１について説明する
。
【００２６】
電解質１２１には、イオン伝導性高分子化合物、無機酸化物、及びアルカリ金属塩が含ま
れる。なお、電解質１２１は、複数のイオン伝導性高分子化合物を有してもよい。また、
電解質１２１は、複数の無機酸化物を有してもよい。また、電解質１２１は、複数のアル
カリ金属塩を有してもよい。
【００２７】
イオン伝導性高分子化合物の代表例としては、分子量が１万以上１００万以下のポリアル
キレンオキサイドがある。ポリアルキレンオキサイドの代表例としては、ポリエチレンオ
キサイド、ポリプロピレンオキサイド、ポリフェニレンオキサイド等である。
【００２８】
無機酸化物としては、酸化シリコン、酸化チタン、酸化ジルコニウム、酸化アルミニウム
、酸化亜鉛、酸化鉄、酸化セリウム、酸化マグネシウム、酸化アンチモン、酸化ゲルマニ
ウム、酸化リチウム、酸化グラファイト、チタン酸バリウム、メタ珪素酸リチウム等があ
る。
【００２９】
無機酸化物の粒子の直径は、５０ｎｍ以上１０μｍ以下が好ましい。
【００３０】
アルカリ金属塩としては、リチウム塩、ナトリウム塩等がある。リチウム塩の代表例とし
ては、ＬｉＣＦ３ＳＯ３、ＬｉＰＦ６、ＬｉＢＦ４、ＬｉＣｌＯ４、ＬｉＳＣＮ、ＬｉＮ
（ＣＦ３ＳＯ２）２、ＬｉＮ（Ｃ２Ｆ５ＳＯ２）２等がある。ナトリウム塩の代表例とし
ては、ＮａＣｌＯ４、ＮａＰＦ６、ＮａＢＦ４、ＮａＣＦ３ＳＯ３、ＮａＮ（ＣＦ３ＳＯ

２）２、ＮａＮ（Ｃ２Ｆ５ＳＯ２）２、ＮａＣ（ＣＦ３ＳＯ２）３等がある。
【００３１】
電解質において、イオン伝導性高分子化合物、無機酸化物、及びアルカリ金属塩は、それ
ぞれ１５～６５重量％、１２～８０重量％、５～５０重量％の割合で、且つ全体で１００
重量％になるように混合する。また、イオン伝導性高分子化合物及び無機酸化物の合計に
対して、３０ｗｔ％より多く５０ｗｔ％以下、より好ましくは３３ｗｔ％以上５０ｗｔ％
以下の無機酸化物が電解質に含まれることで、電解質に含まれるイオン伝導性高分子化合
物の結晶化を抑制することが可能であり、電解質のイオン伝導率が高まる。これらの結果
、正極及び負極の間での可動イオンの移動が容易となり、充放電容量を高めることができ
る。また、電解質に含まれるイオン伝導性高分子化合物の軟化点より低い温度でも、高い
充放電容量を得ることができる。
【００３２】
次に、本実施の形態に示す蓄電装置１００に含まれる負極１０１について説明する。
【００３３】
負極集電体１０２は、銅、ステンレス、鉄、ニッケル等の導電性の高い材料を用いること
ができる。また、負極集電体１０２は、箔状、板状、網状等の形状を適宜用いることがで
きる。
【００３４】
負極活物質層１０３としては、リチウムイオンの吸蔵放出が可能な材料を用いる。代表的
には、リチウム、アルミニウム、黒鉛、シリコン、錫、ゲルマニウムなどが用いられる。
負極集電体１０２を用いずそれぞれの負極活物質層１０３を単体で負極として用いてもよ
い。黒鉛と比較すると、ゲルマニウム、シリコン、リチウム、アルミニウムの理論リチウ
ム吸蔵容量が大きい。吸蔵容量が大きいと小面積でも十分に充放電が可能であり、負極と
して機能するため、コストの節減及び二次電池の小型化につながる。ただし、シリコンな
どはリチウム吸蔵により体積が４倍程度まで増えるために、材料自身が脆くなる事に十分
に気をつける必要がある。
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【００３５】
なお、負極活物質層１０３にリチウムをプレドープしてもよい。リチウムのプレドープ方
法としては、スパッタリング法により負極活物質層１０３表面にリチウム層を形成しても
よい。または、負極活物質層１０３の表面にリチウム箔を設けることで、負極活物質層１
０３にリチウムをプレドープすることができる。
【００３６】
負極活物質層１０３の厚さは、２０μｍ以上１００μｍ以下の間で所望の厚さを選択する
。
【００３７】
なお、負極活物質層１０３には、バインダ、導電助剤を有してもよい。
【００３８】
バインダとしては、澱粉、カルボキシメチルセルロース、ヒドロキシプロピルセルロース
、再生セルロース、ジアセチルセルロースなどの多糖類や、ポリビニルクロリド、ポリエ
チレン、ポリプロピレン、ポリビニルアルコール、ポリビニルピロリドン、ポリテトラフ
ルオロエチレン、ポリフッ化ビニリデン、ＥＰＤＭ（Ｅｔｈｙｌｅｎｅ　Ｐｒｏｐｙｌｅ
ｎｅ　Ｄｉｅｎｅ　Ｍｏｎｏｍｅｒ）ゴム、スルホン化ＥＰＤＭゴム、スチレンブタジエ
ンゴム、ブタジエンゴム、フッ素ゴムなどのビニルポリマー、ポリエチレンオキシドなど
のポリエーテルなどがある。
【００３９】
導電助剤としては、その材料自身が電子導電体であり、蓄電装置内で他の物質と化学変化
を起こさないものであればよい。例えば、黒鉛、炭素繊維、カーボンブラック、アセチレ
ンブラック、ＶＧＣＦ（登録商標）などの炭素系材料、銅、ニッケル、アルミニウムもし
くは銀などの金属材料またはこれらの混合物の粉末や繊維などがそれに該当する。導電助
剤とは、活物質間の導電性を助ける物質であり、離れている活物質の間に充填され、活物
質同士の導通をとる材料である。
【００４０】
次に、本実施の形態に示す蓄電装置１００に含まれる正極１１１について説明する。
【００４１】
正極集電体１１２は、白金、アルミニウム、銅、チタン、ステンレス等の導電性の高い材
料を用いることができる。また、正極集電体１１２は、箔状、板状、網状等の形状を適宜
用いることができる。
【００４２】
正極活物質層１１３は、ＬｉＦｅＯ２、ＬｉＣｏＯ２、ＬｉＮｉＯ２、ＬｉＭｎ２Ｏ４、
ＬｉＦｅＰＯ４、Ｌｉ３Ｆｅ２（ＰＯ４）３、ＬｉＣｏＰＯ４、ＬｉＮｉＰＯ４、ＬｉＭ
ｎ２ＰＯ４、Ｌｉ１－ｘ１Ｆｅｙ１Ｍ１－ｙ１ＰＯ４（ｘ１は０以上１以下）（Ｍは、Ｍ
ｎ、Ｃｏ、及びＮｉの一以上）（ｙ１は０以上１未満）、Ｌｉ２ＦｅＳｉＯ４、Ｌｉ２Ｍ
ｎＳｉＯ４、Ｖ２Ｏ５、Ｃｒ２Ｏ５、ＭｎＯ２、その他の材料を用いることができる。
【００４３】
正極活物質層１１３の厚さは、２０μｍ以上１００μｍ以下の間で所望の厚さを選択する
。なお、クラックや剥離が生じないように、正極活物質層１１３の厚さを適宜調整するこ
とが好ましい。
【００４４】
また、正極活物質層１１３には、負極活物質層１０３と同様に、バインダ及び導電助剤を
有してもよい。バインダ及び導電助剤は、負極活物質層１０３に列挙するバインダ及び導
電助剤を適宜用いることができる。
【００４５】
リチウムイオン二次電池は、メモリー効果が小さく、エネルギー密度が高く、容量が大き
い。また、出力電圧が高い。これらのため、小型化及び軽量化が可能である。また、充放
電の繰り返しによる劣化が少なく、長期間の使用が可能であり、コスト削減が可能である
。また、本実施の形態において、電解質に、イオン伝導性高分子化合物と共に無機酸化物
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を有するため、イオン伝導性高分子化合物の結晶化が抑制され、電解質のイオン伝導率が
高まる。これらの結果、正極及び負極の間での可動イオンの移動が容易となり、充放電容
量を高めることができる。
【００４６】
次に、本実施の形態に示す蓄電装置１００の作製方法について、図２乃至図３を用いて説
明する。
【００４７】
図２に示すように、工程Ｓ３０１に示すように、電解質、正極及び負極を作製する。
【００４８】
はじめに、電解質の作製方法について、図３及び図４を用いて説明する。
【００４９】
電解質の材料として、イオン伝導性高分子化合物、無機酸化物、及びアルカリ金属塩をそ
れぞれ秤量する。また、溶媒を秤量する。溶媒としては、脱水アセトニトリル、乳酸エス
テル、Ｎ－メチル－２ピロリドン（ＮＭＰ）等を用いることができる。
【００５０】
ここでは、イオン伝導性高分子化合物としてポリエチレンオキサイド、無機酸化物として
酸化シリコン、酸化チタン、及び酸化アルミニウムの混合物、アルカリ金属塩としてＬｉ
ＴＦＳＩを用いる。また、溶媒として脱水アセトニトリルを用いる。
【００５１】
次に、図３の工程Ｓ２０１に示すように、電解質の材料及び溶媒を混合し、混合溶液を形
成する。
【００５２】
ここで、当該工程において、電解質の材料を均質に混合する一形態について、図４を用い
て説明する。ここでは、材料を入れた容器に自転及び公転を同時に行う撹拌装置を用いる
ことで、均質に撹拌することができる。
【００５３】
図４（Ａ）に示すように、電解質の材料を入れた容器２５１を撹拌装置にセットし、容器
２５１を自転させながら、右回りの公転をさせる。図４（Ｂ）、図４（Ｃ）、及び図４（
Ｄ）はそれぞれ、図４（Ａ）の位置から、容器２５１を９０度、１８０度、及び２７０度
公転させた状態である。このように、容器２５１を自転しつつ公転させることで、電解質
の材料の撹拌の際に空気を含ませず、材料を均質に混合させることができる。なお、ここ
では、右回りの公転をさせたが、左回りの公転をさせてもよい。また、自転は右回りまた
は左回りを適宜行えばよい。
【００５４】
次に、図３の工程Ｓ２１１に示すように、基板上に混合溶液を塗布する。基板としては、
後の乾燥工程の温度に耐えうる基板を適宜用いればよい。基板の代表例としては、ガラス
基板、ウェハー基板、プラスチック基板等がある。ここでは、基板としてガラス基板を用
いる。また、自動塗工機に基板をセットし、上記混合溶液を基板に塗布する。
【００５５】
次に、図３の工程Ｓ２２１に示すように、基板上に塗布された混合溶液を乾燥する。ここ
では、溶媒が蒸発する温度で加熱すればよい。ここでは、通風乾燥機中で溶媒を蒸発させ
乾燥させる。この結果、基板上に固体の電解質が形成される。
【００５６】
次に、図３の工程Ｓ２３１に示すように、基板から電解質を剥離する。電解質として無機
酸化物を混入することで、容易に基板から電解質を剥離することができる。ここでは、ピ
ンセットを用いて、基板から電解質を剥離する。
【００５７】
この後、さらに乾燥処理を行ってもよい。この結果、電解質から水分、溶媒等を除去する
ことができる。
【００５８】
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以上の工程により、電解質を作製することができる。
【００５９】
次に、負極の作製方法について、説明する。
【００６０】
負極集電体１０２上に、塗布法、スパッタリング法、蒸着法などにより負極活物質層１０
３を形成することで、負極を作製することができる。または、負極として、リチウム、ア
ルミニウム、黒鉛、及びシリコンの箔、板、または網を負極として用いることができる。
または、リチウムをプレドープした黒鉛を用いることができる。ここでは、黒鉛にリチウ
ムをプレドープして負極を作製する。
【００６１】
次に、正極の作製方法について、説明する。
【００６２】
正極集電体１１２上に、塗布法、スパッタリング法、蒸着法などにより正極活物質層１１
３を形成することで、正極を作製することができる。
【００６３】
次に、図２の工程Ｓ３１１に示すように、正極、電解質、及び負極の順に重ね合わせ、電
解質を正極及び負極で挟持し、蓄電セルを作製する。
【００６４】
次に、工程Ｓ３２１に示すように、蓄電セルを加熱しながら、１回の充電及び放電を行う
。ここでは、電解質に含まれるイオン伝導性高分子化合物の軟化点より高い温度で加熱し
ながら１回の充放電を行う。以上の工程により、蓄電装置を作製することができる。
【００６５】
本実施の形態で作製される蓄電セルにおいて、電解質に含まれるイオン伝導性高分子化合
物の軟化点より高い温度で加熱しながら１回の充放電を行うことで、電解質と、正極及び
負極との密着性が高まる。この結果、電解質と、正極及び負極との界面における抵抗を低
減することができる。また、電解質に、イオン伝導性高分子化合物及び無機酸化物の合計
に対して３０ｗｔ％より多く５０ｗｔ％以下、より好ましくは３３ｗｔ％以上５０ｗｔ％
以下である無機酸化物を混合することで、電解質に含まれるイオン伝導性高分子化合物の
結晶化を抑制することが可能であり、電解質のイオン伝導率が高まる。これらの結果、正
極及び負極の間での可動イオンの移動が容易となり充放電容量を高めることができる。ま
た、電解質に含まれるイオン伝導性高分子化合物の軟化点より低い温度でも、高い充放電
容量を得ることができる。
【００６６】
（実施の形態２）
本実施の形態では、実施の形態１に示す蓄電装置よりも充放電容量を高めるため、実施の
形態１に示す蓄電装置において、正極及び負極の一以上を塗布法により作製し、且つ軟化
点が、電解質に含まれるイオン伝導性高分子化合物の軟化点以下である高分子化合物を正
極活物質層及び負極活物質層の一以上のバインダとして用いることを特徴とする。
【００６７】
本実施の形態で説明する蓄電装置は、正極、電解質、及び負極により構成される。電解質
は実施の形態１に示す電解質を適宜用いることができる。
【００６８】
また、負極を構成する負極活物質層は、活物質となるアルミニウム、黒鉛、シリコン、錫
、ゲルマニウム等の粒子と、導電助剤と、バインダとを有し、バインダとして、軟化点が
、電解質に含まれるイオン伝導性高分子化合物の軟化点以下の高分子化合物を用いる。
【００６９】
また、正極を構成する正極活物質層は、活物質となるＬｉＦｅＯ２、ＬｉＣｏＯ２、Ｌｉ
ＮｉＯ２、ＬｉＭｎ２Ｏ４、ＬｉＦｅＰＯ４、Ｌｉ３Ｆｅ２（ＰＯ４）３、ＬｉＣｏＰＯ

４、ＬｉＮｉＰＯ４、ＬｉＭｎ２ＰＯ４、Ｌｉ１－ｘ１Ｆｅｙ１Ｍ１－ｙ１ＰＯ４（ｘ１
は０以上１以下）（Ｍは、Ｍｎ、Ｃｏ、及びＮｉの一以上）（ｙ１は０以上１未満）、Ｌ
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ｉ２ＦｅＳｉＯ４、Ｌｉ２ＭｎＳｉＯ４、Ｖ２Ｏ５、Ｃｒ２Ｏ５、ＭｎＯ２等と、導電助
剤と、バインダとを有する。さらに、バインダとして、軟化点が、電解質に含まれるイオ
ン伝導性高分子化合物の軟化点以下である高分子化合物を用いることを特徴とする。
【００７０】
軟化点が、電解質に含まれるイオン伝導性高分子化合物の軟化点以下である高分子化合物
としては、スチレンブタジエン共重合体がある。
【００７１】
また、軟化点が、電解質に含まれるイオン伝導性高分子化合物の軟化点以下である高分子
化合物の代わりに、電解質に含まれるイオン伝導性高分子化合物の軟化点以下である、イ
オン伝導性高分子化合物をバインダとしてもよい。この場合、電解質に含まれるイオン伝
導性高分子化合物と、正極活物質層に含まれるバインダとが、同じイオン伝導性高分子化
合物であってもよく、または異なっていてもよい。
【００７２】
なお、本実施の形態では、正極活物質層及び負極活物質層の少なくとも一において、バイ
ンダとして、軟化点が、電解質に含まれるイオン伝導性高分子化合物の軟化点以下である
高分子化合物を用いればよい。
【００７３】
次に、本実施の形態に示す蓄電装置の作製方法について、図２を用いて説明する。
【００７４】
図２に示すように、工程Ｓ３０１で、電解質、正極及び負極を作製する。電解質は、実施
の形態１と同様に作製することができる。
【００７５】
次に、負極及び正極の作製方法について説明する。
【００７６】
はじめに本実施の形態に示す負極の作製方法について説明する。
【００７７】
負極活物質、導電助剤、バインダ、及び溶媒を混合する。なお、バインダとしては、本実
施の形態で述べた、軟化点が、電解質に含まれるイオン伝導性高分子化合物の軟化点以下
である高分子化合物を適宜用いることができる。
【００７８】
負極活物質、導電助剤、及びバインダは、それぞれ８０～９６重量％、２～１０重量％、
２～１０重量％の割合で、且つ全体で１００重量％になるように混合する。更に、活物質
、導電助剤、及びバインダの混合物と同体積程度の有機溶媒を混合し、スラリーを形成す
る。なお、後に形成される活物質層の活物質及び導電助剤の密着性が弱い時にはバインダ
を多くし、活物質の抵抗が高い時には導電助剤を多くするなどして、活物質、導電助剤、
バインダの割合を適宜調整する。
【００７９】
次に、負極集電体上にキャスト法、塗布法等によりスラリーを塗布し薄く広げ、ロールプ
レス機で更に延伸し、厚みを均等にした後、真空乾燥（１０Ｐａ以下）や加熱乾燥（１５
０～２８０℃）して、負極集電体上に負極活物質層を形成する。
【００８０】
なお、正極は、負極と同様に、正極活物質、導電助剤、バインダ、及び溶媒を加えて混合
しスラリーを形成した後、当該スラリーを正極集電体上に塗布し乾燥して、正極集電体上
に正極活物質を形成する。なお、バインダとしては、本実施の形態で述べた、軟化点が、
電解質に含まれるイオン伝導性高分子化合物の軟化点以下である高分子化合物を適宜用い
ることができる。
【００８１】
次に、図２の工程Ｓ３１１に示すように、正極、電解質、及び負極の順に重ね合わせ、電
解質を正極及び負極で挟持する。
【００８２】
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次に、工程Ｓ３２１に示すように、蓄電セルを加熱しながら、１回の充電及び放電を行う
。ここでは、電解質に含まれるイオン伝導性高分子化合物の軟化点より高い温度で加熱す
る。以上の工程により、蓄電セルを作製することができる。
【００８３】
本実施の形態で作製される蓄電セルにおいて、電解質に含まれるイオン伝導性高分子化合
物の軟化点より高い温度で加熱しながら１回の充放電を行うことで、電解質と、正極及び
負極との密着性が高まる。ここでは、正極及び負極の一以上に、軟化点が、電解質に含ま
れるイオン伝導性高分子化合物の軟化点以下である高分子化合物がバインダとして含まれ
るため、高分子化合物の軟化点より高い温度で加熱しながら１回の充放電を行うと、正極
及び負極の一に含まれるバインダと、電解質に含まれるイオン伝導性高分子化合物とが融
着し、正極及び負極の一と、電解質との密着性が、実施の形態１よりも高まる。この結果
、電解質と、正極及び負極との界面における抵抗を低減することができる。また、イオン
伝導性高分子化合物及び無機酸化物の合計に対して３０ｗｔ％より多く５０ｗｔ％以下よ
り好ましくは３３ｗｔ％以上５０ｗｔ％以下である無機酸化物を混合することで、電解質
に含まれるイオン伝導性高分子化合物の結晶化を抑制することが可能であり、電解質のイ
オン伝導率が高まる。これらの結果、正極及び負極の間での可動イオンの移動が容易とな
り、充放電容量を高めることができる。
【００８４】
（実施の形態３）
本実施の形態では、実施の形態１及び実施の形態２で説明した蓄電装置の応用形態につい
て図５を用いて説明する。
【００８５】
実施の形態１及び実施の形態２で説明した蓄電装置は、デジタルカメラやビデオカメラ等
のカメラ、デジタルフォトフレーム、携帯電話機（携帯電話、携帯電話装置ともいう。）
、携帯型ゲーム機、携帯情報端末、音響再生装置等の電子機器に用いることができる。ま
た、電気自動車、ハイブリッド自動車、鉄道用電気車両、作業車、カート、電動車椅子等
の電気推進車両に用いることができる。ここでは、電気推進車両の例を説明する。
【００８６】
図５（Ａ）に、電気推進車両の一つである四輪の自動車５００の構成を示す。自動車５０
０は、電気自動車またはハイブリッド自動車である。自動車５００は、その底部に蓄電装
置５０２が設けられている例を示している。自動車５００における蓄電装置５０２の位置
を明確にするために、図５（Ｂ）に、輪郭だけ示した自動車５００と、自動車５００の底
部に設けられた蓄電装置５０２とを示す。実施の形態１及び実施の形態２で説明した蓄電
装置を、蓄電装置５０２に用いることができる。蓄電装置５０２は、プラグイン技術や無
線給電システムによる外部からの電力供給により充電をすることができる。
【００８７】
（実施の形態４）
本実施の形態では、本発明の一態様に係る蓄電装置の一例である二次電池を、無線給電シ
ステム（以下、ＲＦ給電システムと呼ぶ。）に用いた場合の一例を、図６および図７のブ
ロック図を用いて説明する。なお、各ブロック図では、受電装置および給電装置内の構成
要素を機能ごとに分類し、互いに独立したブロックとして示しているが、実際の構成要素
は機能ごとに完全に切り分けることが困難であり、一つの構成要素が複数の機能に係わる
こともあり得る。
【００８８】
はじめに、図６を用いてＲＦ給電システムについて説明する。
【００８９】
受電装置６００は、給電装置７００から供給された電力で駆動する電子機器または電気推
進車両であるが、この他電力で駆動する装置に適宜適用することができる。電子機器の代
表的としては、デジタルカメラやビデオカメラ等のカメラ、デジタルフォトフレーム、携
帯電話機、携帯型ゲーム機、携帯情報端末、音響再生装置、表示装置、コンピュータ等が
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ある。また、電気推進車両の代表例としては、電気自動車、ハイブリッド自動車、鉄道用
電気車両、作業車、カート、電動車椅子等がある。また、給電装置７００は、受電装置６
００に電力を供給する機能を有する。
【００９０】
図６において、受電装置６００は、受電装置部６０１と、電源負荷部６１０とを有する。
受電装置部６０１は、受電装置用アンテナ回路６０２と、信号処理回路６０３と、二次電
池６０４とを少なくとも有する。また、給電装置７００は、給電装置用アンテナ回路７０
１と、信号処理回路７０２とを少なくとも有する。
【００９１】
受電装置用アンテナ回路６０２は、給電装置用アンテナ回路７０１が発信する信号を受け
取る、あるいは、給電装置用アンテナ回路７０１に信号を発信する役割を有する。信号処
理回路６０３は、受電装置用アンテナ回路６０２が受信した信号を処理し、二次電池６０
４の充電、二次電池６０４から電源負荷部６１０への電力の供給を制御する。また、信号
処理回路６０３は、受電装置用アンテナ回路６０２の動作を制御する。すなわち、受電装
置用アンテナ回路６０２から発信する信号の強度、周波数などを制御することができる。
電源負荷部６１０は、二次電池６０４から電力を受け取り、受電装置６００を駆動する駆
動部である。電源負荷部６１０の代表例としては、モータ、駆動回路等があるが、その他
の電力を受け取って受電装置を駆動する装置を適宜用いることができる。また、給電装置
用アンテナ回路７０１は、受電装置用アンテナ回路６０２に信号を送る、あるいは、受電
装置用アンテナ回路６０２からの信号を受け取る役割を有する。信号処理回路７０２は、
給電装置用アンテナ回路７０１が受信した信号を処理する。また、信号処理回路７０２は
、給電装置用アンテナ回路７０１の動作を制御する。すなわち、給電装置用アンテナ回路
７０１から発信する信号の強度、周波数などを制御することができる。
【００９２】
本発明の一態様に係る二次電池は、図６で説明したＲＦ給電システムにおける受電装置６
００が有する二次電池６０４として利用される。
【００９３】
ＲＦ給電システムに本発明の一態様に係る二次電池を利用することで、従来の二次電池に
比べて放電容量または充電容量（蓄電量ともいう）を増やすことができる。よって、無線
給電の時間間隔を延ばすことができる（何度も給電する手間を省くことができる）。
【００９４】
また、ＲＦ給電システムに本発明の一態様に係る二次電池を利用することで、電源負荷部
６１０を駆動することができる放電容量または充電容量が従来と同じであれば、受電装置
６００の小型化および軽量化が可能である。従って、トータルコストを減らすことができ
る。
【００９５】
次に、ＲＦ給電システムの他の例について図７を用いて説明する。
【００９６】
図７において、受電装置６００は、受電装置部６０１と、電源負荷部６１０とを有する。
受電装置部６０１は、受電装置用アンテナ回路６０２と、信号処理回路６０３と、二次電
池６０４と、整流回路６０５と、変調回路６０６と、電源回路６０７とを、少なくとも有
する。また、給電装置７００は、給電装置用アンテナ回路７０１と、信号処理回路７０２
と、整流回路７０３と、変調回路７０４と、復調回路７０５と、発振回路７０６とを、少
なくとも有する。
【００９７】
受電装置用アンテナ回路６０２は、給電装置用アンテナ回路７０１が発信する信号を受け
取る、あるいは、給電装置用アンテナ回路７０１に信号を発信する役割を有する。給電装
置用アンテナ回路７０１が発信する信号を受け取る場合、整流回路６０５は受電装置用ア
ンテナ回路６０２が受信した信号から直流電圧を生成する役割を有する。信号処理回路６
０３は受電装置用アンテナ回路６０２が受信した信号を処理し、二次電池６０４の充電、
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二次電池６０４から電源回路６０７への電力の供給を制御する役割を有する。電源回路６
０７は、二次電池６０４が蓄電している電圧を電源負荷部６１０に必要な電圧に変換する
役割を有する。変調回路６０６は受電装置６００から給電装置７００へ何らかの応答を送
信する場合に使用される。
【００９８】
電源回路６０７を有することで、電源負荷部６１０に供給する電力を制御することができ
る。このため、電源負荷部６１０に過電圧が印加されることを低減することが可能であり
、受電装置６００の劣化や破壊を低減することができる。
【００９９】
また、変調回路６０６を有することで、受電装置６００から給電装置７００へ信号を送信
することが可能である。このため、受電装置６００の充電量を判断し、一定量の充電が行
われた場合に、受電装置６００から給電装置７００に信号を送信し、給電装置７００から
受電装置６００への給電を停止させることができる。この結果、二次電池６０４の充電量
を１００％としないことで、二次電池６０４の充電回数を増加させることが可能である。
【０１００】
また、給電装置用アンテナ回路７０１は、受電装置用アンテナ回路６０２に信号を送る、
あるいは、受電装置用アンテナ回路６０２から信号を受け取る役割を有する。受電装置用
アンテナ回路６０２に信号を送る場合、信号処理回路７０２は、受電装置に送信する信号
を生成する回路である。発振回路７０６は一定の周波数の信号を生成する回路である。変
調回路７０４は、信号処理回路７０２が生成した信号と発振回路７０６で生成された一定
の周波数の信号に従って、給電装置用アンテナ回路７０１に電圧を印加する役割を有する
。そうすることで、給電装置用アンテナ回路７０１から信号が出力される。一方、受電装
置用アンテナ回路６０２から信号を受け取る場合、整流回路７０３は受け取った信号を整
流する役割を有する。復調回路７０５は、整流回路７０３が整流した信号から受電装置６
００が給電装置７００に送った信号を抽出する。信号処理回路７０２は復調回路７０５に
よって抽出された信号を解析する役割を有する。
【０１０１】
なお、ＲＦ給電を行うことができれば、各回路の間にどんな回路を設けてもよい。例えば
、受電装置６００が信号を受信し整流回路６０５で直流電圧を生成したあとに、後段に設
けられたＤＣ－ＤＣコンバータやレギュレータといった回路によって、定電圧を生成して
もよい。そうすることで、受電装置６００内部に過電圧が印加されることを抑制すること
ができる。
【０１０２】
本発明の一態様に係る二次電池は、図７で説明したＲＦ給電システムにおける受電装置６
００が有する二次電池６０４として利用される。
【０１０３】
ＲＦ給電システムに本発明の一態様に係る二次電池を利用することで、従来の二次電池に
比べて放電容量または充電容量を増やすことができるので、無線給電の時間間隔を延ばす
ことができる（何度も給電する手間を省くことができる）。
【０１０４】
また、ＲＦ給電システムに本発明の一態様に係る二次電池を利用することで、電源負荷部
６１０を駆動することができる放電容量または充電容量が従来と同じであれば、受電装置
６００の小型化および軽量化が可能である。従って、トータルコストを減らすことができ
る。
【０１０５】
なお、ＲＦ給電システムに本発明の一態様に係る二次電池を利用し、受電装置用アンテナ
回路６０２と二次電池６０４を重ねる場合は、二次電池６０４の充放電による二次電池６
０４の変形と、当該変形に伴うアンテナの形状の変化によって、受電装置用アンテナ回路
６０２のインピーダンスが変化しないようにすることが好ましい。アンテナのインピーダ
ンスが変化してしまうと、十分な電力供給がなされない可能性があるためである。例えば
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よい。なお、その際、受電装置用アンテナ回路６０２と電池パックは数十μｍ以上離れて
いることが望ましい。
【０１０６】
また、本実施の形態では、充電用の信号の周波数に特に限定はなく、電力が伝送できる周
波数であれば、どの帯域であっても構わない。充電用の信号は、例えば、１３５ｋＨｚの
ＬＦ帯（長波）でも良いし、１３．５６ＭＨｚのＨＦ帯（短波）でも良いし、９００ＭＨ
ｚ～１ＧＨｚのＵＨＦ帯（極超短波）でも良いし、２．４５ＧＨｚのマイクロ波帯でもよ
い。
【０１０７】
また、信号の伝送方式としては電磁結合方式、電磁誘導方式、共鳴方式、マイクロ波方式
など様々な種類があるが、適宜選択すればよい。ただし、雨や泥などの、水分を含んだ異
物によるエネルギーの損失を抑えるためには、周波数が低い帯域、具体的には、短波であ
る３ＭＨｚ～３０ＭＨｚ、中波である３００ｋＨｚ～３ＭＨｚ、長波である３０ｋＨｚ～
３００ｋＨｚ、および超長波である３ｋＨｚ～３０ｋＨｚの周波数を利用した電磁誘導方
式や共鳴方式を用いることが望ましい。
【０１０８】
本実施の形態は、上記実施の形態と組み合わせて実施することが可能である。
【実施例１】
【０１０９】
本実施例では、電解質における無機酸化物の添加の有無と蓄電装置の充放電特性について
、図８を用いて説明する。
【０１１０】
はじめに、蓄電装置として、リチウムイオン二次電池の作製工程及び構成について、説明
する。
【０１１１】
＜電解質１～電解質６の作製工程及び構成＞
電解質１～電解質６の材料として、表１に示す重量のポリエチレンオキサイド（以下、Ｐ
ＥＯと示す。軟化点６５～６７度。）、ＬｉＴＦＳＩ、及びＳｉＯ２、Ｌｉ２Ｏ、Ａｌ２

Ｏ３の一以上を含む無機酸化物を秤量した。ここでは、ＰＥＯに含まれる酸素原子と、Ｌ
ｉＴＦＳＩに含まれるリチウムイオンの比が２０：１となるように、それぞれの重量を決
定した。次に、ＰＥＯ、ＬｉＴＦＳＩ、及び無機酸化物の混合物それぞれに、溶媒として
１５ｍｌの脱水アセトニトリルを混合し、混合溶液を形成した。
【０１１２】
次に、自動塗工機にガラス基板を設けた後、ガラス基板上に混合溶液をそれぞれ塗布した
。このときの混合溶液の厚さを３００μｍとした。
【０１１３】
次に、室温の通風乾燥機に上記基板を設置し、混合溶液を自然乾燥して、電解質１～電解
質６を形成した。電解質１～電解質６に含まれるＰＥＯ及び無機酸化物の合計に対する無
機酸化物の重量比と、電解質に対する無機酸化物の重量比を表１に示す。
【０１１４】
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【表１】

【０１１５】
次に、ガラス基板から電解質１～電解質６を剥がした後、２枚のフッ素樹脂シートで電解
質を挟んだ状態で、真空乾燥機において温度８０度で３時間加熱し、電解質１～電解質６
中の溶媒を乾燥させた。以上の工程により、ＰＥＯ、ＬｉＴＦＳＩ、及び無機酸化物を有
する電解質を作製した。
【０１１６】
＜比較電解質の作製工程及び構成＞
１ｇのＰＥＯ、及び０．１７２４ｇのＬｉＰＦ６を秤量した。次に、上記電解質１～電解
質６と同様の工程により、ＰＥＯ及びＬｉＰＦ６を有する比較電解質を形成した。
【０１１７】
＜正極の構成＞
活物質層の材料として、７９．４ｇのＬｉＦｅＰＯ４、１４．８ｇのアセチレンブラック
、５ｇのＰＥＯ、及び０．８ｇのＬｉＰＦ６を混合し、スラリーを形成した。
【０１１８】
次に、集電体であるアルミニウム箔上に、スラリーを塗布した後、真空乾燥及び加熱乾燥
により活物質層を形成した。以上の工程により、集電体上に活物質層を有する正極を形成
した。
＜負極の構成＞
ここでは、負極としてリチウム箔を準備した。
【０１１９】
＜二次電池の作製工程＞
次に、本実施例の二次電池の作製工程を示す。
【０１２０】
上記電解質１～電解質６のいずれか、または比較電解質を、正極及び負極で挟んで二次電
池を形成した。
【０１２１】
次に、二次電池の充電及び放電特性を測定した。このときの電気特性を図８に示す。
【０１２２】
図８（Ａ）に、電解質１を有する二次電池（以下、二次電池１とする。）の温度を５０度
、または４０度として充放電したとき、電解質２を有する二次電池（以下、二次電池２と
する。）の温度を３０度で充放電したとき、それぞれの容量及び電圧の関係を示す。なお
、ここでは、各二次電池において、充放電を２回行った後の、３回目の充放電の測定結果
を示す。
【０１２３】
図８（Ａ）に示すように、二次電池１を５０度で充放電を行ったときの放電容量は、正極
（ＬｉＦｅＰＯ４）の理論放電容量の１７０ｍＡｈ／ｇを超える、１８７ｍＡｈ／ｇであ
った。また、二次電池１の温度を４０度として充放電を行ったときの放電容量は１３３ｍ
Ａｈ／ｇ、二次電池２の温度を３０度として充放電を行ったときの放電容量は９２ｍＡｈ
／ｇであった。
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【０１２４】
一方、比較電解質を用いた比較二次電池の充電及び放電特性を図８（Ｂ）に示す。図８（
Ｂ）においては、比較二次電池の温度をそれぞれ５０度、５５度として充放電を行ったと
きの、容量及び電圧の関係をそれぞれ示す。
【０１２５】
５５度で充放電を行ったときの放電容量は７６ｍＡｈ／ｇ、５０度で充放電を行ったとき
の放電容量は１７ｍＡｈ／ｇであった。
【０１２６】
図８（Ａ）を図８（Ｂ）と比較すると、ＰＥＯ及び無機酸化物の合計に対して、３３ｗｔ
％、または５０ｗｔ％の無機酸化物（ここでは、酸化シリコン）を電解質に添加すること
で、電解質に含まれるイオン伝導性高分子化合物であるＰＥＯの軟化点以下の５０度での
充放電においても充放電容量が急増した。また、図示しないが、温度３０度及び４０度の
充放電においても、比較的高い充放電容量が得られた。以上のことから、電解質に無機酸
化物を添加することで、イオン伝導性高分子化合物の軟化点より低い温度においても、二
次電池の充放電容量を理論容量に近づけることができることが分かる。
【０１２７】
次に、電解質３を有する二次電池（二次電池３と示す。）の充電及び放電特性を測定した
。このときの電気特性を図９に示す。なお、ここでは、二次電池３において、温度５０度
で１時間保持した後、室温で１回の充放電を行い、各電極の活物質層及び電解質を癒着さ
せ、室温での充放電をさらに２回行った後の、室温での４回目の充放電の測定結果を示す
。
【０１２８】
図９に示すように、二次電池３を室温で充放電を行ったときの放電容量は、５１ｍＡｈ／
ｇであった。
【０１２９】
図９から、ＰＥＯ及び無機酸化物の合計に対して４４ｗｔ％の無機酸化物（ここでは、酸
化シリコン）を電解質に添加することで、室温での充放電においても、充放電容量を得る
ことができた。
【０１３０】
次に、電解質４を有する二次電池（二次電池４と示す。）の充電及び放電特性を測定した
。このときの電気特性を図１０に示す。なお、ここでは、二次電池３と同様処理を行い、
室温での４回目の充放電の測定結果を示す。
【０１３１】
図１０に示すように、二次電池４を室温で充放電を行ったときの放電容量は、５５ｍＡｈ
／ｇであった。
【０１３２】
図１０から、ＰＥＯ及び無機酸化物の合計に対して３３ｗｔ％の無機酸化物（ここでは、
酸化リチウム）を電解質に添加することで、室温での充放電においても、充放電容量を得
ることができた。
【０１３３】
次に、電解質５を有する二次電池（二次電池５と示す。）の充電及び放電特性を測定した
。このときの電気特性を図１１に示す。なお、ここでは、二次電池３と同様の処理を行い
、室温での４回目の充放電の測定結果を示す。
【０１３４】
図１１に示すように、二次電池５を室温で充放電を行ったときの放電容量は、４３ｍＡｈ
／ｇであった。
【０１３５】
図１１から、ＰＥＯ及び無機酸化物の合計に対して５０ｗｔ％の無機酸化物（ここでは、
酸化シリコン、酸化リチウム、及び酸化アルミニウム）を電解質に添加することで、室温
での充放電においても、充放電容量を得ることができた。
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【０１３６】
次に、電解質６を有する二次電池（二次電池６と示す。）の充電及び放電特性を測定した
。このときの電気特性を図１２に示す。なお、ここでは、二次電池３と同様の処理を行い
、室温での４回目の充放電の測定結果を示す。
【０１３７】
図１２に示すように、二次電池６を室温で充放電を行ったときの放電容量は、５３ｍＡｈ
／ｇであった。
【０１３８】
図１２から、ＰＥＯ及び無機酸化物の合計に対して３３ｗｔ％の無機酸化物（ここでは、
酸化シリコン、酸化リチウム、及び酸化アルミニウム）を電解質に添加することで、室温
での充放電においても、充放電容量を得ることができた。
【０１３９】
即ち、イオン伝導性高分子化合物及び無機酸化物の合計に対して、３３ｗｔ％以上５０ｗ
ｔ％以下の無機酸化物を含む電解質を有する二次電池は、イオン伝導性高分子化合物の軟
化点より低い温度においても充放電容量を得ることが可能であり、さらには室温での充放
電が可能である。
【実施例２】
【０１４０】
本実施例では、電解質における無機酸化物の添加の有無と、正極及び負極と電解質との界
面における抵抗について、図１３を用いて説明する。
【０１４１】
はじめに、二次電池の作製方法について、以下に説明する。
【０１４２】
電解質の材料として、１ｇのＰＥＯ、０．１７２４ｇのＬｉＰＦ６、及び１ｇの酸化シリ
コンを秤量した後、実施例１と同様の作製方法により、電解質を形成した。また、実施例
１と同様の正極及び負極で当該電解質を挟んで、電池セルを作製した。
【０１４３】
次に、電池セルの温度を７０度で保ちながら、１回の充放電を行い、二次電池を作製した
。
【０１４４】
次に、比較用二次電池の作製方法を以下に示す。
【０１４５】
上記電解質の材料から酸化シリコンを除いた、１ｇのＰＥＯ、及び０．１７２４ｇのＬｉ
ＰＦ６を比較電解質の材料として秤量した。次に、実施例１と同様の作製方法により、比
較電解質を形成した。また、実施例１と同様の正極及び負極で当該比較電解質を挟んで、
比較電池セルを作製した。
【０１４６】
次に、電池セルの温度を７０度で保ちながら、１回の充放電を行い、比較二次電池を作製
した。
【０１４７】
次に、二次電池、及び比較二次電池の温度をそれぞれ、４０度、５０度、６０度、７０度
に保ちながら、各二次電池のインピーダンスを測定した。ここでは、北斗電工株式会社製
の電気化学測定システムＨＺ－５０００を用いて、定電位交流インピーダンス測定を行っ
た。このときの、測定条件は、開始周波数を２０ｋＨｚ、ＡＣ（交流）振幅を１０ｍＶ、
終了周波数を１００ｍＨｚ、測定時間を１時間、サンプリング間隔を１０秒とした。
【０１４８】
図１３（Ａ）は４０度での測定結果、図１３（Ｂ）は５０度での測定結果、図１３（Ｃ）
は６０度での測定結果、図１３（Ｄ）は７０度での測定結果を示す。また、それぞれのグ
ラフにおいて、三角印Ａは二次電池のインピーダンスＺ、菱形印Ｂは比較二次電池のイン
ピーダンスＺを示す。また、横軸はインピーダンスＺの実部を示し、縦軸はインピーダン
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スＺの虚部を示す。
【０１４９】
図１３より、比較二次電池と比べ、二次電池は、インピーダンスＺの実部が低下している
ことが分かる。特に、図１３（Ａ）及び図１３（Ｂ）のように、４０度、５０度と、ＰＥ
Ｏの軟化点より低い温度で、インピーダンスＺの実部の低減が大きい。
【０１５０】
このことから、電解質に無機酸化物を添加することで、電解質と、正極及び負極との界面
における抵抗が低減していることが分かる。また、イオン伝導性高分子化合物であるＰＥ
Ｏの軟化点より高い温度で１度充放電することで、電解質と、正極及び負極との界面にお
ける抵抗が低減していることが分かる。

【図１】

【図２】

【図３】
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【図１０】

【図１１】 【図１２】
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